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１．はじめに 
 2015 年のパリ協定1は、世界の地球温暖化対策の一層の契機となり、日本も野心的な目標

を掲げ取り組んでいる。そして日本の農業政策においても、2021 年の「みどりの食料シス

テム戦略」の策定2、2024 年の「食料・農業・農村基本法（平成 11 年法律第 106 号）」改正

による環境と調和のとれた食料システムの確立の基本理念への追加等、取組を深めている。 

 日本の農業政策では、これまで、農業の成長産業化を促進する「産業政策」と、農業・

農村の有する多面的機能の維持・発揮を促進する「地域政策」とが、車の両輪をなすもの

として推進されており、地球温暖化等による気候変動に対しては、有機農業をはじめとす

る環境に配慮した持続可能な農業生産を推進する必要があるとされる3。なお、日本全体の

温室効果ガス排出量の９割以上はＣＯ２である一方で、農林水産分野で排出される温室効

果ガスには、メタン等の非ＣＯ２が多いことに留意する必要がある。 

 
1 国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（ＣＯＰ21（2015 年、於パリ））で採択され 2016 年発効。 
2 みどりの食料システム戦略等については、天野英二郎「みどりの食料システム戦略の実現に向けて― みどり

の食料システム法の成立 ―」『立法と調査』No.449（2022.9.9）51～63 頁を参照。 
3 「食料・農業・農村基本計画」（2020.3.31 閣議決定） 
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 本稿では、主に農業生産における環境負荷の低減の取組について概観したい4。 

 

２．農林水産分野から排出される温室効果ガス 
 日本の温室効果ガス（ＧＨＧ、Green House Gas）の 2022 年度の総排出量は 11 億 3,500

万 t で、その 91.3％が二酸化炭素（ＣＯ２）で、メタン（ＣＨ４）、一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）、

代替フロン等の非ＣＯ２は、それぞれ 2.6％、1.5％、4.5％となっている（図表１）。 

 

図表１ ガス別の排出量の推移 

 

（出所）環境省「2022 年度の温室効果ガス排出・吸収量（概要）」（2024.4） 

 

 農林水産分野から排出される温室効果ガスは 4,790 万ｔで、排出量全体の 4.2％に過ぎ

ないが、その内訳は、燃料燃焼由来のＣＯ２が 30.7％、そして非ＣＯ２のメタンが 51.1％、

一酸化二窒素が 18.2％となっている。この非ＣＯ２の排出についてみると、メタン排出量

の５割超が稲作由来、一酸化二窒素の約６割が農用地の土壌由来で、また、メタン排出量

の３割強が家畜の消化管内発酵由来、そして、メタン排出量の約１割、一酸化二窒素の約

４割が家畜排せつ物管理由来となっている5（図表２）。 

 この非ＣＯ２の温室効果、すなわち地球温暖化係数を見ると、二酸化炭素を１とした場

合、メタンは 28 倍、一酸化二窒素は 265 倍と6、温室効果が高い。なお、この係数は、100

 
4 本稿は、基本的に農業分野における温室効果ガスの排出削減を対象とした。 
5 農林水産省「農林水産分野における地球温暖化に対する取組」（2024.4） 
6 環境省「令和６年度報告からの温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の変更点について」（2023.12） 
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年間で比較したときの数値であって、20 年間で比較すると、メタンの温室効果は約 84 倍

に相当することから、その排出量の削減は極めて重要とされる7。こうしたメタン等の非Ｃ

Ｏ２排出について、2023 年パリ協定第５回締約国会合のグローバル・ストックテイク成果に

係る決定文書8では、2030 年までの大幅な削減の加速を明記している。 

 

図表２ 日本の農林水産分野のＧＨＧ排出量 

 

（出所）農林水産省「農林水産分野における地球温暖化に対する取組」（2024.4） 

 

３．農業政策における環境施策の経緯 
（１）食料・農業・農村基本法の制定 

 日本の農業政策における環境施策は、1999 年の食料・農業・農村基本法の制定が契機と

 
7 国立環境研究所プレスリリース「世界のメタン放出量は過去 20 年間に 10％近く増加」（2020.8.6）

<https://www.nies.go.jp/whatsnew/20200806/20200806.html>。なお本稿の URL はすべて 2024.10.10 に最

終アクセスしている。 
8 パリ協定第５回締約国会合第１回グローバル・ストックテイク成果に係る決定文書（Outcome of the first

 global stocktake Decision-/CMA.5）。同文書は、農林水産関係では上記に加え、持続可能な農業及び強靭

な食料システム等の実現や 2030 年までの森林減少及び劣化の阻止・反転に向けた取組、海洋に基づく緩和及

び適応・強靭性等が含まれている。農林水産省プレスリリース「国連気候変動枠組条約第 28 回締約国会議

（ＣＯＰ28）」等の結果(農林水産省関係について）」（2023.12.18） 
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なった9、10。すなわち同法の基本理念では、国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、

良好な景観の形成、文化の伝承等農村で農業生産活動が行われることにより生ずる食料そ

の他の農産物の供給の機能以外の多面にわたる機能（多面的機能）については、将来にわ

たって適切かつ十分に発揮されなければならない、とされた（第４条）。 

 

（２）農業の多面的機能 

 多面的機能については、2001 年 11 月、日本学術会議が「地球環境・人間生活にかかわ

る農業及び森林の多面的な機能の評価について（答申）」を取りまとめ、国土保全、水源涵

養、自然環境の保全、食料安全保障といった機能を評価した。 

 同答申はまず、多面的機能をめぐる国際的な動きについては、1992 年の国連環境開発会

議（UNCED）でのアジェンダ 21 や森林原則声明、1995 年のヨーロッパ以外の温帯林地域 12

か国モントリオール・プロセス合意、1995 年のＦＡＯケベック宣言、1996 年の世界食料サ

ミット･ローマ宣言、ＥＵアジェンダ 2001 合意など、種々の国際的な場において議論が深

められ、多面的機能の維持保全についての合意の成立、宣言がなされつつあるとした｡また、

日本における多面的機能の内容と評価について、重要な効用をもつにもかかわらず、一般

に市場が成立せず、その供給に対して支払いがなされることのない「プラスの外部効果（外

部経済）」として認識されているとした。 

 そして、農業の多面的機能については、①国民生活に長期的な安心･安全をもたらす食料

保障の機能、②農業的土地利用が周辺の自然生態系の物質循環系に組み込まれ、それを補

完しつつ発揮される機能、③農業が、里山、畑地、水田、水路、畦畔などの形態を取り、

独自の自然生態系を構成し、そこから発現される機能、④生産・生活・生態環境を一体化

した持続的農業が地域社会・文化の形成・維持に果たす機能、⑤農業・農山村の存在が都

市的緊張を緩和する機能に大別されるとした。そして、農業の多面的機能の評価額（定量

的評価）については、洪水防止機能３兆 4,988 億円、水源涵養機能１兆 4,633 億円、土壌

侵食防止機能 3,318 億円、土砂崩壊防止機能 4,782 億円と示した11。 

 ただ、こうした評価額は一定の前提を置いた額であり、しかも機能の種類により評価方

法が異なること等から合計額はないとし12、また、今後もデータの整備、手法について調査

研究が深められなければならないとされた。 

 
9 食料・農業・農村基本法制定に先立つ 1992 年、農業に加え、食料、農村という視点から施策を構築するとと

もに、効率的・安定的な経営体の育成や市場原理の一層の導入を基本的課題とする「新しい食料・農業・農

村政策の方向」が策定され、そこには「環境保全に資する農業政策」と記されていた。 
10 同年、「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律（平成 11 年法律第 110 号）」、「肥料取締法の

一部を改正する法律（平成 11 年法律第 111 号）」及び「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関す

る法律（平成 11 年法律第 112 号）」（いわゆる環境３法）が制定された。 
11 同答申は、森林の多面的機能については、①生物多様性を保全する機能、②地球環境を保全する機能、③土

壌の侵食を防止し保全する機能、④水源を涵養する機能、⑤快適な生活環境を形成する機能、⑥都市民への

保健休養、レクリエーション機能、⑦文化的な諸機能、⑧国内木材生産･バイオマス生産と安心などに大別す

ることができようとし、その評価額については、表面浸食防止機能 28 兆 2,565 億円、二酸化炭素吸収機能１

兆 2,391 億円等とした。 
12 農林水産省は、評価額を下記ウェッブサイトで公表。 

 （農業）<https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/nougyo_kinou/attach/pdf/index-17.pdf> 

 （森林）<https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/nougyo_kinou/attach/pdf/index-20.pdf> 
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（３）農業政策と多面的機能・環境 

 2005 年 10 月に策定された「経営所得安定対策等大綱」は、2003 年 12 月の米政策改革と

表裏一体をなすもので、農業の持続的発展と多面的機能の健全な発揮を図るためには、効

率的・安定的な農業構造の確立と併せて、基盤となる農地･水・環境の保全と質的向上を図

るとともに、農業が本来有する自然循環機能を維持・増進することが必要であるとした。

そして、複数作物の組合せによる営農が行われている水田作及び畑作について品目横断的

経営安定対策を導入するとともに、これと車の両輪の施策として、化学肥料・化学合成農

薬の使用を５割以上低減する等の取組を支援する資源・環境対策の農地・水・環境保全向

上対策が 2007 年度に予算措置で導入された（なお、農地・水・環境保全向上対策は、2011

年度に農地・水保全管理支払交付金へと改称し、また環境支払を分離し、環境保全型農業

直接支払交付金が導入された。）。 

 多面的機能については、2011 年度に導入された戸別所得補償制度13、さらにその後の農

林水産業・地域の活力創造プラン14（2014 年 12 月）においても重要な機能とされ、2014 年

の「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成 26 年法律第 78 号）」制定に

よって、新たに多面的機能直接支払が設けられるとともに、環境保全型農業直接支払交付

金は、これまで別途予算措置で実施されていた中山間地域等直接支払（2000 年度～）とと

もに法律上の措置となった（日本型直接支払15、図表３）。 

 

図表３ 日本型直接支払制度の全体像 

（出所）農林水産省「環境保全型農業直接支払交付金について」（2024.9） 

 

 
13 同政策は、意欲あるすべての農業者が農業を継続できる環境を整え、創意工夫ある取組を促していくことに

よって、食料自給率の向上と農業の多面的機能の維持を目指す農政の最重要施策とされていた（第 177 回国

会参議院農林水産委員会会議録第１号１頁（2011.3.10）（鹿野道彦農林水産大臣所信））。 
14 同プランは、需要フロンティアの拡大（国内外の需要拡大）、需要と供給をつなぐバリューチェーンの構築

（農林水産物の付加価値の向上）、生産現場の強化、そして多面的機能の維持・発揮を掲げた。 
15 なお、日本型直接支払の呼称は、2007 年度に導入された品目横断的経営安定対策がＷＴＯ上の緑の政策にあ

たる施策であるとして用いられていた（第 164 回国会参議院農林水産委員会会議録第９号５頁（2006.5.30））。 
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（４）有機農業の推進に関する法律 

 有機農業の取組が世界規模で拡大している。世界の有機食品売り上げの推移をみると

2002 年の 230 億米ドルから、2021 年には 1,419 億米ドルへと伸びている。 

 有機農業とは、日本では、化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺

伝子組換え技術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をでき

る限り低減した農業生産の方法を用いて行われる農業16をいい、2000 年に日本農林規格で

規定され、2006 年には「有機農業の推進に関する法律（平成 18 年法律第 112 号）」が制定

された17。そして同法に基づいて「有機農業の推進に関する基本的な方針」が策定された18。 

 現行の方針において、有機農業の取組拡大は、農業の自然循環機能を大きく増進し、農

業生産に由来する環境への負荷を低減するものであるとされており、近年、生物多様性保

全や地球温暖化防止等に高い効果を示すことが明らかになってきていることに加え、農業

施策全体及び農村におけるＳＤＧｓの達成にも貢献するものとした。なお本方針は、2030

年の国内の有機食品の需要見通しを 3,280 億円とし、その取組面積を６万 3,000ha、そし

て有機農業者数を３万 6,000 人といった目標を定めた。 

 

４．パリ協定 
（１）パリ協定と農業分野等の地球温暖化対策 

 2015 年のパリ協定において、2020 年以降の温室効果ガス削減に関する枠組みとして、途

上国を含むすべての国が参加する制度の構築に合意し、世界の平均気温上昇を産業革命以

前に比べて２℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力をするとの目標が合意された。 

 このことを踏まえ、日本は地球温暖化対策計画を 2016 年に改定し、農林水産省は、2017

年３月、農林水産分野の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するための自主的な計

画である「農林水産省地球温暖化対策計画」を策定した19。2021 年に改訂された同計画は、

農業分野等の地球温暖化対策、イノベーションの創出、国際協力等を掲げ、農業分野の排

出削減対策については、施設園芸・農業機械での省エネ設備の導入等、農地土壌に関し水

田からのメタン削減や施肥適正化による一酸化二窒素削減等を掲げた。 

 

（２）ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）報告書と食料システム等 

 ＩＰＣＣの報告書には、確度の高いリスクとして食料システム崩壊が挙げられ、また、

メタン排出の削減の意義が記された。まず、2014 年の第５次評価報告書第２作業部会報告

 
16 有機農業の推進に関する法律第２条で定義を規定している。なお、国際食品規格の策定等を行うＦＡＯ／Ｗ

ＨＯコーデックス委員会の「有機的に生産される食品の生産、加工、表示及び販売に係るガイドライン

（CAC/GL32-1999）」は、有機農業は、生物の多様性、生物的循環及び土壌の生物活性等、農業生態系の健全

性を促進し強化する全体的な生産管理システムである、としている。 
17 法律案（参第８号）は第 165 回国会（臨時会）の 2006 年 12 月５日に参議院農林水産委員会から提出され６

日に可決、８日に衆議院で可決、成立した。 
18 同方針は 2007 年の策定後、2014 年、2020 年に改訂されている。 
19 同計画は 2007 年策定の農林水産省地球温暖化対策総合戦略を前身とし、また 2015 年には農林水産省気候変

動適応計画（2015.8）が策定されたがいずれも本稿では取り上げていない。 
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書20は、確信度の高い複数の分野や地域に及ぶ主要なリスクとして、「特に都市及び農村の

状況におけるより貧しい住民にとっての、温暖化、干ばつ、洪水、降水の変動及び極端現

象に伴う食料不足や食料システム崩壊のリスク」を挙げた。また、2021 年の第６次評価報

告書第１作業部会報告書21は、脱炭素化の必要性について、「人間の影響が大気、海洋及び

陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない。」とし、「自然科学的見地から、人為的

な地球温暖化を特定の水準に制限するには、ＣＯ２の累積排出量を制限し、少なくとも正味

ゼロのＣＯ２排出を達成し、他の温室効果ガスも大幅に削減する必要がある。メタン排出の

大幅、迅速、かつ持続的な削減は、エーロゾルによる汚染の減少に伴う昇温効果を抑制し、

大気質を改善させるだろう。」とした。 

 

５．みどりの食料システム 
（１）みどりの食料システム戦略 

 2021 年５月、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現

するため、「みどりの食料システム戦略」が、中長期的な観点から戦略的に取り組む政策

方針として策定された。 

 同戦略には、2050 年までに目指す姿として、農林水産業のＣＯ２ゼロエミッション化の

実現、化学農薬使用量（リスク換算）22の 50％低減、鉱物資源や化石燃料を原料とした化

学肥料使用量の 30％低減、耕地面積に占める有機農業の取組面積割合を 25％へ拡大等の

目標が掲げられた（図表４）。また、各目標の達成に向けた各技術について、2040 年まで

に革新的な技術・生産体系を順次開発し（技術開発目標）、2050 年までに社会実装を実現

する（社会実装目標）とし、個々の技術の研究開発・実用化・社会実装に向けた、要素技

術開発フェーズ、実証開発・実用化フェーズそれぞれに応じた工程表23が示された。 

 

（２）みどりの食料システム法 

 2022 年４月、「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動

の促進等に関する法律（令和４年法律第 37 号）」（通称「みどりの食料システム法」）が制

定され24、基本理念が定められた（第３条）。ここでは、環境と調和のとれた食料システム

に対する農林漁業者、食品産業の事業者、消費者その他の食料システムの関係者の理解の

下に、これらの者が連携することにより、その確立が図られなければならない、とすると

ともに、環境への負荷の低減と生産性の向上との両立の実現に資する技術の研究開発並び

に活用の推進及び農林水産物等の円滑な流通の確保が図られなければならないとした。 

 また、同法は、環境負荷低減事業活動の促進等に関する基本的な方針等を定めることと

 
20 「ＩＰＣＣ第５次評価報告書第２作業部会報告書政策決定者向け要約」（環境省） 
21 「ＩＰＣＣ第６次評価報告書第１作業部会報告書政策決定者向け要約暫定訳」（文部科学省及び気象庁） 
22 単純に化学農薬の使用量を減らす目標とすると、かえって毒性の高い農薬の使用が増えるおそれがあること

から、毒性の低い農薬を使えば、使用量が同じであっても使用量が減ったことにする考え方。 
23 みどりの食料システム戦略の工程表は、本戦略全 85 頁中 64 頁を占める。 
24 平成 11 年に制定された「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律（平成 11 年法律第 110 号）」

（前掲注 10）は、みどりの食料システム法がその取組を包含していることから廃止された。 
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するとともに、環境負荷の低減を図る農林漁業者の取組、新技術の提供等を行う事業者の

取組を促進するとした。そして、こうした取組に対し、農業改良資金等の償還期間の延長

等、農地転用許可等の行政手続きのワンストップ化等の特例措置が設けられた。 

 

図表４ 「みどりの食料システム戦略」が 2050 年までに目指す姿と取組方向 

 

（出所）農林水産省「みどりの食料システム戦略（概要）」（2021.6） 

 

（３）みどりの食料システム法の基本方針とクロスコンプライアンス 

 2022 年９月、みどりの食料システム法に基づく基本的な方針が策定され、そこには農業・

食料産業における環境負荷の低減に向けた、農林漁業に由来する環境負荷に総合的に配慮

するための基本的な７つの取組（①適正な施肥、②適正な防除、③エネルギーの節減、④

悪臭・害虫の発生防止、⑤廃棄物の発生抑制・循環利用・適正処分、⑥生物多様性への悪

影響の防止、⑦環境関係法令の遵守等）を掲げ、最低限行うべき環境負荷低減の取組を明

らかにした。そして、農林水産省は、補助事業を実施するに当たっては、そうした事業が

環境負荷を与えることとならないよう、補助金等の支給要件として最低限行うべき環境負

荷低減の基本的な取組を求める「クロスコンプライアンス」を、2024 年～2026 年度の試行

実施を経て、すべての補助事業等に対し導入することとしている。 

 

６．食料・農業・農村基本法の改正と環境と調和のとれた食料システムの確立 
 2024 年５月、食料・農業・農村基本法が改正された（以下「改正基本法」という。）。こ

の改正では、「食料安全保障の抜本的な強化」、「環境と調和のとれた産業への転換」、「人口
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減少下における農業生産の維持・発展と農村の地域コミュニティの維持」の実現を目指し

て、基本理念が見直され、また関連する基本的施策等が定められた。 

 このうち、環境と調和の取れた産業への転換については、新たな基本理念として、環境

と調和のとれた食料システムの確立が追加された。なお、食料の供給の各段階において環

境に負荷を与える側面があることも新たに明記された（第３条）。そして、関連する基本的

施策として、農業生産活動、食料産業の事業活動における環境への負荷の低減の促進等が

規定された（第 32 条）。 

 農林水産省は、気候変動問題について、この地球温暖化によって農業経営に大変大きな

影響があることを十分認識しており、省を挙げてこの気候変動問題についてしっかり対応

していかなければならない25としている。また、農業生産活動のもたらす地球環境問題リス

クの認識が進む中、農業分野においても脱炭素化、メタン排出削減、生物多様性保全等の

取組を進める必要があること、そして、フードチェーン全体で持続可能性に向けた取組が

必要であるとされたこと26を踏まえ、坂本哲志農林水産大臣（当時）は、改正基本法成立後

の談話で「今回の改正では、生産、加工、流通、小売、消費の各段階の関係者が連携する

食料システムという概念を新たに規定し、合理的な価格の形成や環境負荷低減等、持続可

能性を高める取組を進めるため、関係者が一体となって取り組んでいくことを強く打ち出

した」と述べた27。 

 なお、農業の環境に負荷を与える側面に関し、地球環境問題リスクとして指摘されてい

る事項は次のとおりである（図表５）。 

 

図表５ 地球環境問題リスクとして指摘されている事項 

 
（出所）農林水産省「食料・農業・農村基本法の見直しについて」（2024.3） 

 
25 第 213 回国会参議院農林水産委員会会議録第 17 号（2024.6.13） 
26 第 213 回国会参議院農林水産委員会会議録第３号 17 頁（2024.3.22） 
27 農林水産省ホームページ<https://www.maff.go.jp/j/basiclaw/danwa.html> 
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７．ＳＤＧｓと緑の革命 
2015 年９月、国連総会で採択された国連持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、世界中の

国々が自国や世界の問題に取り組むことで貧困を終わらせ、経済・社会的状況にかかわら

ず、すべての人が尊厳をもって生きることができる世界の実現を目指し、貧困、飢餓、気

候変動等 17 の目標を設定した。 

世界の農業生産をめぐる状況をみると、1960 年代初頭からのいわゆる緑の革命によって

収穫面積が横ばいの中で世界の穀物の生産量は飛躍的に向上した（図表６）。この緑の革命

の実現には品種改良の成果に加え化学肥料や農薬が寄与したもので、品種改良を主導した

米国のノーマン・ボーローグ博士は、小麦28の収量増による飢餓の軽減という食料増産への

貢献で 1970 年にノーベル平和賞を受賞した29。なお、これと同時期の 1962 年、残留農薬

等による生態系の危機を訴える「沈黙の春30」が出版されている。 

 

図表６ 世界の穀物の需給及び単収等の推移 

 
（出所）農林水産省「世界の食料需給の動向」（2021.3） 

 

 世界の飢餓人口は 2023 年に７億 1,300 万人から７億 5,700 万人（全人口の 8.9％～

9.4％）31で、いまも解決の見通しは立っていない。また、気候変動への具体的な対策は

喫緊の課題である。世界人口は、2024 年の 82 億人から 2080 年代半ばには 103 億人とピー

クに達する見込み32の一方、一人当たり耕地面積は、2005 年と 2050 年では、世界、途上国

ともに 25％減少と見込まれる33等、食料増産は引き続き重要な地球規模の課題である。 

 

 
28 この小麦は 1935 年に日本で開発された小麦の「農林 10 号」と、メキシコ現地種を交配して育成された背が

低く茎が強靭な半矮性の性質を有する小麦の「ソノラ 64」等。 
29 米国国務省「21st-Century Agriculture」『e-journal USA』（March 2010） 
30 米国レイチェル・カーソン（Rachel Louise Carson）の著作「Silent Spring」 
31 国連「2024 年世界の食料安全保障と栄養の現状（The State of Food Security and Nutrition in the World 

2024）」 
32 国連「世界人口推計 2024 年版：結果の概要（World Population Prospects 2024: Summary of Results）」 
33 国連食糧農業機関（ＦＡＯ）「World Agriculture Towards 2030/2050 The 2012 Revision」 
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８．おわりに 
 日本の農業政策における環境施策は、これまで見てきたような長い経緯があり、そして

現在は脱炭素と結びついた施策が重要となっている。ただ、食料安定供給と地球温暖化対

策や環境負荷低減との両立は容易なものではない。この点について、食料の安定供給と環

境負荷低減とを同時に目指していくという、どちらかというと相反するような目標を同時

に目指していくべきとの指摘、また、日本は自給率が低いため、食料安全保障の問題を考

えたときには増産を是とするときに、環境に対して負荷を与えるような農業を推進しなけ

ればいけないという矛盾を抱えてしまう34との指摘、そして、アジア・モンスーン地域に位

置し温暖湿潤で環境に対する取組に高いハードルがある我が国において、環境負荷低減を

見据えた農業を展開していく必要がある35といった政府の認識も示されている。 

ＳＤＧｓは、誰ひとり取り残されることなく、人類が安定してこの地球で暮らし続ける

ことができるように、世界のさまざまな問題を整理し、解決に向けて示された目標であっ

て 17 目標に優劣はない。また、飢餓の撲滅は農作物増産だけでは解決困難といった現実、

地球温暖化対策自体をめぐる先進国と途上国との温度差といった現実もある。そもそも、

農薬や化学肥料を減らしながら収量を高めることは容易なことではない。 

地球規模の課題の解決に向けた取組には、こうした様々なメリット・デメリットがある

ことを認識して進めていくことが大切である。そして、脱炭素化の取組が農業生産に負の

影響を与えることとならないよう、脱炭素化への移行過程にあるということを十分に踏ま

えた慎重な取組が求められる。そのため、農業政策においては、これまでの環境負荷低減

の一層の取組に加え、みどりの食料システム戦略に示されたような農業研究開発を一層促

進することで、農業における技術革新を一日も早く実現することが重要であろう。 

 

（にいづま けんいち） 

 

 
34 第 213 回国会参議院農林水産委員会会議録第９号 15 頁（2024.5.14） 
35 第 213 回国会参議院農林水産委員会会議録第 12 号９頁（2024.5.28） 


